
4.5兆円

（１）６次産業化の推進
食品の流通構造全体のイメージ

Ø 昭和50年代は、卸売市場流通が支配的なシェアであったが、現在は、市場取引のほか、産直取引、契約栽
培、直売所、ネット通販など、多様な流通が行われており、また、市場取引の内容も実際に卸売市場に商品を
持ち込まず（商物一致の例外）市場の代金決済のみを利用するものもあるなど、大きく変化。
飲食料の国内最終消費 国内消費向け食用農林水産物平成20年代７６．３兆円 １０．５兆円

販売 加工・流通 生産・輸入
卸売市場外経由

青果 40%外 市場外流通 国食外食 水産 46%の割合
産 内25.1兆円 食肉 90%業 農

（32.9％） 25.1 生協
兆円 卸売市場 産国 等食

品 仲 （生内
製 卸
造 卸消 業 取扱金額 産業 売食 者食費 6.7兆円者 者生鮮品等 一次加工品 ・買品 品 業（H25）者 の輸入33.412.5兆円 小 卸 者 ）1.5兆円 参（16.3％） 集兆円売 売 9.2人 出加工品 業 業 最終製品 兆円荷

市場経由率の輸入者38.7兆円 者 組
青果 60%等 合76.3 （50.7％）

（国産青果 86%） ・業兆円 水産 54% 者51.2 食肉 10% 輸
入（花き 78%）兆円
1.3
兆円39



（２）６次産業化の推進

農林漁業の６次産業化とは

○意義
「一次産業としての農林漁業と、二次産業としての製造業、三次産業としての小売
業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地域資源を活用した新たな付加価値
を生み出す」取組
（「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進
に関する法律」（六次産業化・地産地消法）の前文より）

○農林漁業の６次産業化の市場規模・従事者数（平成27年度）
• 加工・直売の売上：約2.1兆円
（農業関連：約1.9兆円、漁業関連：約0.2兆円）

• 従業者数：約41.4万人
（農業関連：約39.0万人、漁業関連：2.3万人）

資料：農林水産省（平成27年度６次産業化総合調査結果）

※ １次（生産）×２次（加工）×３次（販売）＝６次産業化

【参考】
６次産業化とは、農業を１次産業としてだけではなく、加工などの２次産業、さらにはサービスや販売

などの３次産業まで含め、１次から３次まで一体化した産業として農業の可能性を広げようとするもの
出典：「文部科学省認定教科書（高等学校農業科用）農業経営（実教出版）
注：平成26年度から使用
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（３）６次産業化と農商工連携
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（４）農林漁業と他産業との「連携」パターン
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（５）６次産業化の推進

地域資源を活用した６次産業化の展開

○ 農山漁村は、農林水産物をはじめバイオマス、土地、水など様々な地域資源が豊富
で、今後の経済成長へ向けた希少資源として、わが国の最大の強みのひとつ
○ 農林漁業者と他産業との新たな連携を構築し、生産・加工・販売・観光等が一体化
したアグリビジネスの展開や、先端技術を活用した新産業の育成、再生可能エネル
ギーの導入等により、農山漁村にイノベーションを起こし、農林漁業を成長産業化を
図っている

43Copyright 2016 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.



６．多面的機能の維持・発揮の促進
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資源向上支払

中山間地域等直接支払 環境保全型農業直接支払

多面的機能支払

農地維持支払

（１）多面的機能の維持・発揮の促進

農業の多面的機能の発揮のため、日本型直接支払制度が実施されている

○ 農業・農村は、国土保全、水源かん養、自然環境保全、景観形成等の多面的機能を有してお
り、その利益は広く国民全体が享受

○ 近年、農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動等によって支えられている多面
的機能の発揮に支障が生じつつある

○ このため、「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、農業・農村の多
面的機能の発揮のための地域活動や営農の継続等に対して支援を行い、多面的機能が今後とも適
切に発揮されるようにするとともに、担い手の育成等構造改革を後押し

多面的機能を支える共同活動を支援 地域資源（農地、水路、農道等）の質的
※担い手に集中する水路・農道等の管理 向上を図る共同活動を支援
を地域で支え、農地集積を後押し 水路のひび割れ補修農地法面の草刈り

・水路、農道、ため池の軽微な補修• 農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道
・植栽による景観形成、ビオトープづくりの路面維持等の基礎的保全活動
・施設の長寿命化のための活動 等• 農村の構造変化に対応した体制の拡充・

強化、保全管理構想の作成 等 植栽活動水路の泥上げ

中山間地域等の農業生産条件の 自然環境の保全に資する農業生
不利を補正することにより、将 産活動の実施に伴う追加的コス
来に向けて農業生産活動を維持 トを支援

中山間地域する活動を支援 カバークロップ
（山口県長門市）
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農泊の推進 都市と農村の共生・対流及び地域活性化

山村の活性化

農山漁村の活性化

（２）多面的機能の維持・発揮の促進
農山漁村活性化の推進

○ 農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流等を推進する取組、
農福連携を推進する取組、地域資源を活用した所得の向上や雇用の増大に向けた取組及び農山漁
村における定住等を図るための取組等を総合的に支援
○ 平成28年３月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」に「滞在型農山漁村の確立・
形成」が位置付けられ、特に、訪日外国人旅行者を含めた農山漁村への旅行者の大幅増加による
所得の向上や雇用の増大を図るため、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々と
の交流を楽しむ滞在である「農泊」を持続的な観光ビジネスとして推進

○ 平成32年までに、農泊をビジネスとして実施できる体制を持った地域を500地域まで増やすこと
を目標

○ 地域資源を活用した観光コンテンツを創出し、農山漁村滞在型旅行をビジネスとして ○ 農山漁村が持つ豊かな自然や｢食｣を活
実施できる体制を持った「農泊地域」の創出を通じて、農山漁村の所得を増加 用した地域の活動計画づくりや実践活

動、意欲ある都市の若者等の地域外の人
農泊を推進するための体制構築、観光コンテンツの磨き上げ 材を長期的に受け入れる取組を支援

○ 福祉農園等の整備を支援する地域を農
・「農泊」を観光ビジネスとして自立的に活動

村地域まで拡充し、福祉と連携した農業 高齢者のいきがい 障害者によるできる体制の構築
農園の整備 玉ねぎ収穫活動等の取組を全国的に支援・伝統料理等の「食」や美しい景観などの地域

資源を観光コンテンツとして磨き上げる取組
・インバウンドに対応するためのWi-Fi環境の構
築や多言語標示板の設置 等 農作物収穫体験 森林散策 地引き網漁体験

○ 特色ある豊かな地域資源を有する山村の所得の向上農泊を推進するために必要な施設整備
や雇用の増大に向け、薪炭・山菜等の山村の地域資源

・古民家等を活用した滞在施設や農林漁業体験施設等 等の潜在力を再評価し活用する取組を支援
の整備
・農山漁村への集客力等を高めるための農産物販売施

地域産品の加工・商品化設等の整備
古民家等の改修 農家レストランの整備

○ 市町村等が作成する活性化計画に基づき、農山漁村における定住や地域間交流の促
進、所得の向上や雇用の増大を図るために必要な生産施設等、生活環境施設及び地域間
交流拠点施設等の整備を支援

味噌加工施設 定住希望者の 農産物直売施設 就業のために必要な46一時滞在施設 研修施設



７．農業農村整備
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（１）農業農村整備事業

農業農村整備事業により、農業生産基盤の整備が進んでいる

○ 農業農村整備は、農業を支援するため、
① 水田で必要な農業用水を確保するためのダムや堰の建設
② 営農条件を改善するための水田、畑の整備
③ 農産物などを運搬するための農業用道路の整備
④ 農村の環境整備など
を行っている事業の総称

○ 食料自給率の目標達成の前提となる食料供給力の強化には、農地・農業用水の確
保、担い手の確保・育成、農業技術水準の向上が不可欠で、そのためには農業生産基
盤の整備が重要

○ 農業農村整備事業は、農業生産の基盤と農村の生活環境の整備を通じて「農業の持
続的発展」「農村の振興」「食料の安定供給」「多面的機能の発揮」の実現を図る

○ 農業水利施設をみると、かんがいや排水のための農業用用排水路は地球約10周分に
相当する40万km以上、ダムや取水堰（せき）、用排水機場等の基幹的施設は約７千か
所を整備
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農業用水の通水により、収益性の高い「キャベツ」「メロン」
「すいか」などの作付割合が大幅に増加。また、「きく」など
の高収益な施設園芸作物の作付けが増加。

野菜、花きを中心に、受益市町村の総生産額が増大。

昭和４３年
豊川用水
全面通水

（２）農業農村整備事業
畑地かんがい実施事例（豊川用水地区）

○ 愛知県渥美地域は、国営かんがい排水事業（豊川用水）等によって畑地かんがいが可能となり、
高収益性作物と施設園芸を主体とした全国屈指の畑作営農地帯を形成（豊橋市は昭和42年から平成
16年まで38年間連続で農業産出額全国１位。平成17年からは、田原市が全国１位）

○ 老朽化による漏水等が発生していた石綿管除去対策事業（水資源機構営）は、平成27年度に完了
○作付け面積の推移及び作付け構成の変化 ○農業生産額の推移 ※ 農業産出額の市町村単位の調査は平成18年まで

◇ 渥美地域の農業生産額の推移単位 百万円

120,000◇ 露地畑作付の構成の変化◇施設園芸作物の作付面積の推移
(ha) 100% にんじん

100,000
スイートコーン

ブロッコリー
だいこん

80,000レタスカリフラワー

60,00080%

はくさい
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昭
20,000キャベツ和

かんしょ60% 43
0年
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米 野菜 果実 花き 工芸作物 麦・雑穀・いも類ほか豊
川 ※ 渥美地域：豊橋市、田原市（旧渥美町、赤羽根町含む）メロン

40% 用
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